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１．研究の目的 

 愛知県一宮市では、2008 年 5 月から市の要綱に基づき「地域づくり協議会」が設立され

てきている。この「地域づくり協議会」は、2006 年に行われた谷一夫氏の市長選挙マニフ

ェストに取り入れられたことを端緒としている。市長に当選した谷一夫氏によると、それ

は行政の縦割りの弊害をなくし「地域のことは地域で決める」ことを目的に、行政と関連

する地域団体が行っている事業の補助金等を一括交付金として地域づくり協議会に渡し、

その使い道について従来の枠組みを離れ、それぞれの地域で最も有効な使い方を自由に議

論することが、地域に根付いた活動を育てていくスタートラインになることであるという

（谷,2013:3）。本研究は、地方自治法に基づく「地域自治区」に比べてあまり研究されて

いない要綱に基づく「地域自治」の実際を調査することを第一の目的とする。 

その中で重要なことは、予算の使い道を地域で考えるという「助成金の統合」によって、

行政関連のアソシエーションが「地域づくり協議会」に再編されたことで、予算配分の協

議組織が形成されたことである。そのことが、名和田是彦のいう（名和田,2009a:9）、公共

的意思決定に「参加」するのに加えて、公共サービスの提供を行政とともに行う「協働」

に向かう地域自治の流れの中でいかなる意味を持つか最後に考えることにしたい。 

２．研究の背景 

2.1 地域自治の定義と総務省による推進 

まず地域自治とは、一言でいって「コミュニティの制度化」（名和田,2009a:7）の取り組

みのことである。具体的には、「新しい地域組織を制度的に位置づける」（乾亨,2017:50）

ことになる。こうした地域組織の形成が、以下に述べるように徐々に推進されてきている。 

まず、2016 年 12 月 22 日に閣議決定された「まち・ひと・しごと創生総合戦略（2016

改訂版）（４）‐（イ）‐②」には「住民の活動組織（地域運営組織）の形成数:3,000 団体

を目指す」ことが明記され、翌 2017 改訂版では、その目標数が 5,000 団体に増加している。 

こうした動きは地方分権一括法が 2000 年 4 月 1 日に施行されてから強まったと考えら

- 75 -

都市社会研究 2019



れる。名和田是彦が述べるように「地域自治組織」という用語は、2003 年 11 月の第 27 次

地方制度調査会答申に用いられ、「地域自治区」制度につながった（名和田,2017:90）。そ

の後、「地域協働体」という言葉も使われるようになり（新しいコミュニティのあり方に関

する研究会編,2009:34）、続いて「地域運営組織」という地域住民組織のあり方が総務省に

よって研究されてきている（名和田,2017:89）。 

このように、総務省などによって地域住民組織の制度化が推進され、実際に新潟県上越

市などで、「地域自治区」が設けられた。その現状について簡単に述べる。 

 

2.2 地域自治区と地域自治の現状 

地域自治に早くから取り組んだ上越市の地域自治区は、選挙で無報酬の地域協議会の委

員を選び、それと連携する総合事務所を設置していることで知られる。その他に、地域自

治区制度を設けた自治体は、総務省 HP によると 2018 年 4 月 1 日現在、地域審議会 31 団

体、地域自治区（一般制度）14 団体、地域自治区（合併特例）11 団体と掲載されている１）。 

「平成の大合併」から時間が経過したため、合併特例法に基づく地域自治区と地域審議

会は既に少数になってきている。すると一般制度による地域自治区は、上越市の他は、秋

田県大仙市、長野県の飯田市、伊那市、岐阜県の恵那市、愛知県の豊田市、新城市、宮崎

県宮崎市など 14 団体に過ぎない。すると地域自治区を設置したのは、日本全国 1,700 余り

の自治体の１％にも満たないわけである。 

ところが実際には、もっとさまざまな形で、制度的な地域自治の導入は確実に進んでい

る。図１に示した日本都市センターの調査は、その対象が市および特別区に限定されるが、

それによると 2015 年の段階で

すでに 60%近くの自治体で、「協

議会型住民自治組織」が設置さ

れていることがわかる２）。 

 次に表１は、その法的性格を

分類したものである。それによ

ると、地方自治法に基づく地域

自治区より多く見られるのは、

議会の可決を経た条例に基づく

住民自治組織と、議会は通過し

ていないが規則・要綱に基づく

住民自治組織である。本研究で、要綱にもとづいた一宮市の取り組みについて調査するこ

とにしたのは、このことが理由である。 

 

図１　市および特別区における協議会型住民自治組織の有無
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資料::日本都市センター編(2014:226),日本都市センター編(2016:232)から作成。

回答自治体数は、2013年が507、2015年が444である。
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2.3 「地域自治」組織の暫定的類型 

「地域自治」を担う組織のあり方を調査するにあたって、図２に見られるようにＡ:「地

方自治法・条例」―Ｂ:「規則・要綱・自治体の計画」とＣ:「市町村の全域」―Ｄ:「一部

の地区」という、２本の軸を設定し、暫定的に４つの類型を考え、今後の研究によって発

展を考えたい。 

第一の類型として、地方自治法に

基づき上越市は、2005 年 1 月に 13

の旧町村の区域に一斉に地域自治区

を設置した。また 2009 年 10 月には

合併前上越市の区域に 15 の地域自

治区が同時に設置されている。地方

自治法に基づいた条例による取り組

みは、その後、議会の多数決を経て

予算が執行されるために、一部の住

民だけのために便宜を図るものでは

ないはずである。そのためこれは、

その適用に時期と地域、両方の公平

性が求められる厳格性の高いパター

ンであるとも考えられる。飯田市や豊田市の例も同様である。 

第二の類型として、研究の蓄積が豊富な神戸市長田区真野地区があげられる。1980 年に

認定された「真野地区まちづくり推進会」は、建築物の用途の制限や、壁面等の位置の制

限など都市計画に関わる地区計画を策定しようとするエリアの住民が構成して、まちづく

り条例に基づく「まちづくり協定」を締結している３）。このような地区計画に関わる協議

会は、市街化区域に設立されるものであって、農業振興地域（農振地域）に設立をめざす

ものではない。世田谷区太子堂地区のまちづくり協議会（梅津政之輔,2015）も同様である。

 

表１　協議会型住民自治組織の法的性格(2015年調査、複数回答)

回答数 割合
1 地方自治法第202条の4に基づく地域自治区の地域協議会 8 3.1%
2 合併特例法第23条に基づく地域自治区の地域協議会 6 2.3%
3 地方自治法第252条に基づく20第6項に基づく区地域協議会 2 0.8%
4 条例に基づく協議会型住民自治組織 54 20.7%
5 規則や要綱に基づく協議会型住民自治組織 59 22.6%
6 総合計画等に位置づけられている協議会型住民自治組織 40 15.3%
7 予算措置で位置づけられている協議会型住民自治組織 40 15.3%
8 そのほか、自主的に設立されている協議会型住民自治組織 91 34.9%

資料:日本都市センター編(2016:232)から引用、回答自治体は261
※地方自治法第202条は市町村、第252条は指定都市を対象としている。

Ｄ Ｃ

② ①
③ ④

資料：著者作成

Ａ　地方自治法・条例に基づく

図２　 「地域自治」組織の暫定的類型
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市街化区域という明確な基準がある場合は、このように一部の地域に適用される条例とい

うパターンもありうる。 

第三の類型として、1970 年代～80 年代に自治省の要綱や県の要綱によってモデル地区

を定めて、そこにコミュニティ組織を立ち上げた自治体があげられる（中田實,2002;山崎

編,2014）。これは、要綱に基づき一部の地域のみで実施というパターンであるが、そもそ

もモデル地区としての実施なので、本来一部の地域のみで実施されて、継続されるとは限

らない。 

第四の類型は、自治体の長期計画、基本計画や総合計画、あるいは自治体の規則や要綱

に基づき市内や区内全域に地域自治のための組織の設立を目指すものである。1970 年代に

端を発する武蔵野市のコミュニティ・センターを軸としたコミュニティづくり（土屋正

忠,1984:91-92）、三鷹市のコミュニティ・センターと「住民協議会」（大石田久宗,2012:95）、

目黒区の「住区住民会議」（広原盛明,2011:426）といった自治体のコミュニティ政策のほと

んどがこれにあてはまる。本研究で扱う一宮市の「地域づくり協議会」も類型としてはこ

のパターンにあたる。しかし、先にふれた 2000 年の地域分権一括法施行後の取り組みが、

上に示したかつてのコミュニティ政策の現状や帰結を再検討して構想されたものであるか

どうかは現在のところ断言し得ない。いわば「周回遅れ」の結果として同じ類型に落ち着

いたとも考えられる。その意味で、自治体の要綱に基づき市内全域に地域自治組織の設立

を目指す一宮市の「地域づくり協議会」の取り組みは、現在研究する意義が大いにあると

考える。そこで、以下詳しく述べていくことにする。 

３．一宮市における「地域づくり協議会」の取り組み 

3.1 一宮市の概要 

愛知県一宮市は、その市西域を木曽川に接して濃尾平野の中央に位置している。市内に

は東名・名神高速道路だけでなく、太平洋側と日本海側をつなぐ東海北陸自動車道も通っ

ている。毛織物を中心とした総合テキスタイルの産地となっており、その出荷額は全国一

である。なお一宮市の基礎データは、住民基本台帳人口 380,071 人、財政力指数 0.84、昼

夜間人口比率 86.38%、高齢化率は 25.48%である（東洋経済新報編集部編,2018:1051）。 

これまで、一宮市は繊維と電機の二度の産業構造の転換をしている。尾西機業の「ガチ

ャ万」景気は遥か昔日のことになった。2009 年には、「ソニー・ショック」と呼ばれる業

務用モニターや液晶テレビ用基板を生産するソニー一宮テックの生産停止で、一宮市の電

気機械器具製造業（電機）の製造品出荷額が激減した（杉本,2009:50-51）。さらに一宮市今

伊勢町に立地している日本毛織（ニッケ）の一宮事業所は、紡績、原糸、反染め、検査の

機能を岐阜や印南の工場に移管した （『朝日新聞』2015 年 4 月 4 日朝刊）。  

そうしたこともあって、一宮市の財政力指数は愛知県内同規模自治体の豊橋市や岡崎市

と比べてやや低いと感じる。しかし、名古屋駅から東海道本線の快速で 11 分という地の利
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を生かして 38 万人の人口を維持し、リニアインパクトを見越して近年は中心市街地のマン

ション人口が増加傾向にあるという４）。 

 

3.2 一宮市の「地域づくり協議会」 

(1)  一宮市における「連区」の形成 

一宮市の「地域づくり協議会」の理解には、「連区」５）という行政区の形成に関わって

市町村合併の歴史をまず繙かなければならないと考える。 

一宮市は、表２に見られるように 1921 年の市制施行後、三次にわたる合併によって市

域を拡大してきている。その動きは太平洋戦争前から始まっていた。『一宮市史』によると、

一宮市と周辺町村は尾西機業の発展もあり、合併して行財政面の利便性を高めることを期

待するようになっていたという。いくつかの合併案が検討されたが、1940 年に地方税制度

の改正によって町村税の戸数割が廃止され、税の不一致が解消されたため、8 月 1 日に葉

栗村、9 月 20 日には西成村との合併が成立した（宮田,1977:688-689）。 

その後、1955 年の「昭和の大合併」には丹陽町、浅井町、北方村、今伊勢町、奥町、萩

原町、千秋村が順次、一宮市に編入合併した。地理的に近接していながら、その際に合併

しなかった尾西市と木曽川町も 2005 年の｢平成の大合併｣に対等合併して現在の一宮市の

市域が形成された。 

市域の拡大は、図３に示されたとおりであるが、そこには一宮市においては 1962 年に

新設された富士連区を除き、合併前の市町村の区域が「連区」という行政区として残って

いることが示されている。現在、それは 23 連区ある。それは「本庁」とよばれる旧一宮町

以来の市内中心部では、小学校区と一致している。しかし「昭和の大合併」を行った町村

は当時の中学校区と一致していたと考えられるが、その後中学校が増設されたため、現在

の中学校区と連区は一致していない６）。 

この点について企画部地域ふれあい課Ｍ氏も、連区に関して「昔からの地縁のエリアに

対して使っている言葉で、学区はたまたま付随しているだけです」７）と述べている。この

表2　一宮町制、一宮市制と市町村合併

合併年月日
明治維新後

1889年10月
1921年9月1日

第一次 1940年8月1日
1940年9月20日

第二次 1955年1月1日
1955年4月1日
1955年4月7日

第三次 2005年4月1日

資料：飯田（1924:26-27）、一宮市市民健康部市民課編(2017:38)から作成

北方村、大和町、今伊勢町（開明地区を除く）、奥町、萩原町を合併
千秋村を合併
尾西市、木曽川町を合併

丹陽村、浅井町

合併市町村

一宮町が一宮市に市制施行
葉栗村を合併
西成村を合併

一色村を合併して一宮町制施行、組を区として17区となる

一宮村になったが藩政期の16組（杉戸、禰宜町、大門、中町、伝馬町、
中之町、下町、松降、神明津、石野、須ヶ崎、印田、両郷寺、東小島、
西小島、牛野）が継続
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ように一宮市の連区には、小学校区と「昭和の大合併」時の中学校区が混在しており、そ

の定義にやや曖昧としたところがある。 

しかし次に述べる「地域づくり協議会」は連区を単位に設置されている。合併前からの

住民にとっては旧町村の単位はわかりやすく、かつなじみ深いものであると考えられる。

それに加えて、昭和に合併した連区には出張所が、平成に合併した連区には庁舎が公民館

の機能を持って維持され続けている。そこが「地域づくり協議会」の拠点として活用され

ていることが連区との関連で重要なことである。 

また、次の図４に示したように、連区によって人口や高齢化率は大きく異なっている。

大まかには市街化調整区域の面積が占める割合が多い連区で高齢化率が高い。逆に近年、

宅地開発された丹陽町連区では人口も増加して、高齢化率も 19.6%と低い。「地域づくり協

議会」の具体例として後述する浅井連区は人口も減少している上に高齢化率も 30%を超え

ている。それに対して木曽川町連区は人口がまだ増加しており、高齢化率も 24.6%である。

図3　一宮市における連区の変遷

①一宮村(1889年の町制以前) ②1940年9月の葉栗、西成合併時
16組→16区 ７連区（現富士連区は旧区域が不明）

③1955年4月、昭和の大合併後、15連区 ③2008年4月、平成の大合併時
→16連区(1962年から富士連区が独立したため) 23連区

資料:一宮市議会事務局編(2017:1)の地図に一宮市議会編(2007:138-139)の内容を反映させて
作成
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このような事情は、「地域づくり協議会」のあり方や予算編成にも関連してきている。 

(2) 「地域づくり協議会」の設立 

冒頭に述べた谷一夫氏が市長に当選後、2008 年 4 月に施行された要綱に基づき、まずモ

デル地区として西成に「西成連区地域づくり協議会」が 2008 年 5 月に設立された。この地

域づくり協議会は、期日を定めて同時に市内全域に設立するのではなく、説明会を開いて

住民の機運が高まってから設立されている。そのため、設立には説明会から１～２年、場

合によっては３年かかっている連区もある８）。 

その後、市長の政策として在任中に熱心に取り組まれた結果として、毎年設立が進み、

ほぼ市内全域に設立された。市長は、2014 年度までに全ての連区で設立することを目指し

て熱心に広報に務めたが 2015 年 2 月の選挙には立候補せず、現市長に交替した。10 年が

経過した 2018 年 3 月現在、表 3 に示したように市内 23 連区中 22 連区に設立されて、一宮

市の総合計画にも位置づけられている（一宮市企画部企画政策課,2018:89）。 

その活動場所は、表３に示されたように行政の出張所、公民館、生涯学習センター、旧

庁舎のいずれかに設置されている。 

ここまでの小結として、この取り組みは、行政の内部規則である要綱に基づくという意

味で、「要綱行政」との批判もあるかもしれないが、メリットとして①首長のリーダーシッ

プによって導入することができること。②もとより地域自治の取り組みであるため、行政

の指示した日程で設立するのでなく、それぞれの地区の住民の機運が高まるのを待って、

時間をかけて徐々に設立していくことが許されるということがあげられる。 

図４　一宮市の連区別人口と高齢化率

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

40,000

45,000

①
宮
西

②
貴
船

③
神
山

④
大
志

⑤
向
山

⑥
富
士

⑦
葉
栗

⑧
西
成

⑨
丹
陽
町

⑩
浅
井
町

⑪
北
方
町

⑫
大
和
町

⑬
今
伊
勢
町

⑭
奥
町

⑮
萩
原
町

⑯
千
秋
町

⑰
起

⑱
小
信
中
島

⑲
三
条

⑳
大
徳

㉑
朝
日

㉒
開
明

㉓
木
曽
川
町

資料:連区別人口は一宮市市民健康部市民課編(2017:38)から、高齢化率
は一宮市地域ふれあい課資料から作成
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(3) 構成団体と交付金 

a）具体的変化として最も大きいことは、図５に示された各連区における 23 の既存団体

の中で、一宮市の単独の助成事業を受けていて、会の運営だけではなく何か目的を持った

事業を行っている８つの団体（①地域交通安全会、②防犯委員会、③公民館、④地域学校

外活動推進委員会、⑤高齢者の生きがいと健康づくり推進協議会、⑥資源回収推進協議会、

⑦社会福祉協議会支会［敬老会事業の半分、見守りネットワーク事業を含む］、⑧自主防災

会連絡協議会）への交付金が「名寄せ」されて、一括して「地域づくり協議会」が受け取

るようになったことである。そして、地域の実情に応じたまちづくりのために話し合って

その使い道を考えるようになった。一宮市全体では 22 連区に対して 1 億 1 千万円程度を交

付している９）。 

これらの８つの団体は、行政に協力して地域内で交通安全、防犯、社会教育、学校との 

協力、地域福祉、環境問題、高齢者福祉、防災といった活動の目的を持った集団、すなわ

ちアソシエーションである。それらが図６のように再編されて、交付金の使い道を協議し

て決めていくことは、地域自治の第一歩であると考える。 

また地域づくり協議会は、この８団体だけで構成しているのではなく、後述する地域の

各種団体と協力して実際の活動を行っている。 

b）図５に示された行政と地域団体との関係は、「昭和の大合併」の頃以後にそれぞれが 

表3　地域づくり協議会の開設状況

連区名 市町村合併 開設年月日 広報連絡先
1 西成 昭和の合併 2008年5月2日 A　出張所内
2 向山 本庁（旧市） 2009年12月13日 向山連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
3 北方町 昭和の合併 2009年12月21日 北方町連区地域づくり協議会 A　出張所内
4 開明 旧尾西市 2010年12月13日 開明連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
5 萩原町 昭和の合併 2010年12月14日 萩原町連区地域づくり協議会 A　出張所内
6 小信中島 旧尾西市 2010年12月15日 小信中島連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
7 千秋町 昭和の合併 2010年12月16日 千秋町連区地域づくり協議会 A　出張所内
8 奥町 昭和の合併 2010年12月18日 奥町連区地域づくり協議会 A　出張所内
9 今伊勢町 昭和の合併 2011年12月15日 今伊勢町連区地域づくり協議会 A　出張所内

10 浅井町 昭和の合併 2012年12月13日 浅井町連区地域づくり協議会 A　出張所内
11 葉栗 昭和の合併 2012年12月17日 葉栗連区地域づくり協議会 A　出張所内
12 起 旧尾西市 2012年12月17日 C　生涯学習センター
13 貴船 本庁（旧市） 2012年12月18日 貴船連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
14 朝日 旧尾西市 2012年12月20日 朝日連区地域づくり協議会 C　生涯学習センター
15 木曽川 旧木曽川町 2013年12月5日 C　庁舎内
16 大徳 旧尾西市 2013年12月16日 大徳連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
17 宮西 本庁（旧市） 2013年12月17日 宮西連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
18 神山 本庁（旧市） 2014年11月29日 神山連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
19 大和町 昭和の合併 2014年12月18日 大和町連区地域づくり協議会 A　出張所内
20 富士 本庁（旧市） 2014年12月19日 富士連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
21 三条 旧尾西市 2015年12月21日 三条連区地域づくり協議会 C　生涯学習センター
22 大志 本庁（旧市） 2016年12月14日 大志連区地域づくり協議会 Ｂ　公民館内
23 丹陽町 昭和の合併

協議会名(22連区、設置順)

資料:開設年月日は、一宮市HP「各連区の地域づくり協議会情報」
(http://www.city.ichinomiya.aichi.jp/kurashi/chiiki/1000295/1010240/index.html)から引用、「連絡先」は一
宮市企画部広報課（2017）『一宮公共施設案内「市民の広場2017」』と各協議会の広報から作成

西成連区地域づくり協議会

未設置

木曽川町連区地域づくり協議会

起連区地域づくり協議会
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図6　地域づくり協議会の設立とアソシエーションの再編

地域づくり協議会

資料:著者作成
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表4　地域づくり協議会を構成する団体の活動内容

団体名
①地域交通安全会

②防犯委員会

③公民館

⑥資源回収推進協議会

⑦連区自主防災会連絡協議会

資料:一宮市企画部地域ふれあい課提供資料から一部を抜粋

高齢者が各分野で、その豊かな経験や知識･技能を生かし、健康かつ生きがいを
持って充実した生活を送っていただくことを目的とした目的とした事業を推進
している。

社会福祉に関する自主事業活動を実施している。住民からの会費で運営し、各
種団体に活動費の補助をしているところが多い。

④地域学校外活動推進委員会

⑤高齢者の生きがいと健康づ
くり推進協議会

活動概要

⑧社会福祉協議会支会

交通安全決起大会や街頭監視などの交通安全活動を推進している。

地域安全や防犯活動を推進している。

公民館を管理し、公民館の自主事業を実施している。

地域におけるリサイクル活動を推進している。

自主防災会を組織している。

学校休業日となる土･日曜日等に開催する児童･生徒の学校外活動を推進してい
る。
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行政の各部署と縦割りで結びついてきた。それが「地域づくり協議会」の設立により、そ 

の実施はもともとの団体が行うが、交付金は「地域づくり協議会」に一括されるようにな

った。 

そこに広報事業や事務費などが必要となるから、「名寄せ」した交付金に加えて、「上積

み」した特別交付金（均等割 10 万円＋人口割）があわせて市から交付されていることにな

る。人口がそれほど多くない連区の場合、それが 100 万円以下と考えられるから、一宮市

全体の「地域づくり協議会」設立にあたって増加した事業費の総額は、新規事業で地域自

治のための組織を立ち上げることに比べて安上がりといえなくはない。 

 言い換えれば、地域づくり協議会は、予算編成を通して活動のコーディネートを行うよ

うになったのである。これは予算配分の協議組織が形成された理解することができる。こ

のことは委員を選挙で選ぶという地域自治には及ばないが、予算配分に関する地域自治の

取り組みであると評価することができる。 

 

c）地域づくり協議会は、既存の団体を集めただけではない新たな団体であるから、創発

的な部会として広報部会が新設されている。その機能として特に全戸配布の広報誌を協議

会のメンバー自らが作成と印刷を行っていることから、その重要性がわかる。 

 

d）また、一宮市における社会福祉協議会支会というものは、他の市町村では社会福祉

協議会の下に置かれている「地区社協」のことである。一宮市では、その「支会」の活動

が以前から熱心に行われている（谷鉦一,1967）。企画部地域ふれあい課Ｍ氏も「そのフロ

シキが連区に広がった大きなフロシキになったのが『地域づくり協議会』である」10）とい

っている。 

 

４．地域づくり協議会の具体例 

4.1 予算 

次に「地域づくり協議会」への交付金の一例として、まず表５①に浅井連区の予算をあ

げる。このように予算の配分を、行政ではなく地域づくり協議会が行っている。それによ

ると、浅井連区という一つの「地域づくり協議会」に年間の総額約 600 万円が交付される

わけであるから、その額は決して少なくない。そして、４つの部会に分けられた８団体へ

は約 540 万円が交付されている。その中でも敬老会事業に予算の半分を占める 51.4%の予

算が用いられていることがわかる。２番目に予算の配分が多いのは、14.8%があてられて

いる公民館事業である。３番目に高いのは、高齢者の生きがいと健康づくり推進事業の

12.6%であるから、浅井連区は１と３を合計して高齢者に関連する予算が約 64%を占めて

いることが分かる。 

次に表５②に示した木曽川町連区は、そもそも部会の編成が浅井連区とは異なっている。
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その社会福祉協議会支会の行う敬老会の予算は約 38.5%にすぎない。それに対して公民館

事業の予算は 19.2%となっている。高齢者の生きがいと健康づくり推進協議会の予算を合

計しても、高齢者が主な対象となる事業の予算は 46.3%であるから、浅井連区とは異なっ

た予算配分を行っていることが明らかである。先の図４に示した連区ごとの高齢化率の違

いがここに影響していると考える。 

このように予算の配分について、地域づくり協議会で話し合えば、その連区で重要にな

っていることに予算を多く配分することが可能になったのである 11）。こうしたことは、「地

域づくり協議会」設立以前は、市役所の各部署から縦割りに交付されていたと考えられる

ことから、先に述べたように地域自治の進展の一つである。 

 

 

表5①　浅井町地域づくり協議会の歳出予算案（平成30年度）
単位：円 予算 割合

会務費（事務・会議・予備費） 300,000 5.0%
部会名 事業

①交通安全推進事業 188,083 3.1%
②地域防犯活動推進事業 75,497 1.2%
③防災訓練及び防災事業 97,000 1.6%
④資源回収推進事業 92,166 1.5%
⑤見守りネットワーク推進事業 36,472 0.6%
⑥敬老会事業 3,115,446 51.4%
⑦高齢者の生きがいと健康づくり推進事業 760,189 12.6%

学習運動部会 ⑧公民館事業 893,370 14.8%
健全育成部会 ⑨学校外活動推進事業 155,862 2.6%
企画広報部会 ⑩広報事業 341,915 5.6%

合計 6,056,000

　　資料:浅井町地域づくり協議会の資料から作成

表5②　木曽川町連区地域づくり協議会の歳出予算案（平成30年度）
単位：円 予算 割合

会務費（事務・会議・講習会・調査・備品購入） 812,000 5.9%
部会名

①交通安全会 696,000 5.1%
②防犯委員会 356,000 2.6%
③資源回収推進協議会 230,000 1.7%
④自主防災会連絡協議会 280,000 2.1%
⑤着衣水泳講習事業 200,000 1.5%
⑥高齢者の生きがいと健康づくり推進協議会 1,069,000 7.8%
⑦学校外活動推進委員会 253,000 1.9%
⑧公民館 2,622,000 19.2%
⑨健康づくり推進員連絡会 962,000 7.0%

思いやり部会 ⑩社会福祉協議会支会(見守り) 102,000 0.7%
⑪社会福祉協議会支会(敬老会) 5,263,000 38.5%

広報部会 486,000 3.6%
予備費 324,000 2.4%

合計 13,655,000

資料:『木曽川町連区地域づくり協議会だより』第32号(2018年5月)から作成

安全安心部会

活気部会

地域振興部会

福祉健康部会
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4.2 構成メンバーと会長 

 さきに「地域づくり協議会」は地域自治のために既存のアソシエーションの再編成が行

われた意味もあると述べたが、その構成メンバーを検討してみることにする。同じく浅井

連区を例に考える。 

 

 

 表６は「各種団体と各部会関係表」として、一宮市企画部地域ふれあい課が作成してい

るものである。それによると、「地域づくり協議会」のメンバーは、浅井連区内で活動して

いる 29 団体に対して、五つの部会の部会員として、それぞれ何名を選任してほしいという

こととが予め割り当てられた形で決められているのである。バラバラな個人が団体を構成

するのではなく、既存の団体のメンバーが再構成されているのである。こうした地域団体

を通じて協議会のメンバーを決める方法は、きわめて狭い地域で行われている一種の「コ

表6　浅井町の各種団体と各部会関係表（2018年３月現在）

1 一宮市社会福祉協議会浅井支会 ● ● ● ●
2 浅井連区町会長会 ○５ ○１ ○１ ○１ ○５
3 浅井町連区民生児童委員協議会 ○２
4 浅井公民館 ○２ ○１ ○１
5 浅井町長寿会 ○１ ○１ ○１
6 浅井町連区児童育成協議会 ○１ ○１
7 高齢者の生きがいと健康づくり推進協議会浅井支部 ●
8 浅井連区交通安全会 ●
9 浅井町連区防犯委員会 ●

10 浅井町資源回収推進協議会 ●
11 浅井連区学校外活動推進委員会 ● ● ●
12 浅井中学校区青少年健全育成会 ●
13 浅井４校学校運営協議会 ○１ ○１ ○１ ○１
14 一宮ソシアルクラブ ○１ ○１
15 浅井町保護司会 ○１
16 人権擁護委員 ○１
17 浅井町連区遺族会 ○１
18 一宮市消防団浅井分団 ○１
19 一宮市赤十字奉仕団浅井分団 ○１
20 スポーツ推進委員 ○１
21 浅井町ソフトボール同好会 ○１
22 浅井剣友会 ○１
23 一宮市ＡＶ技術者の会浅井支部 ○１
24 浅井町グラウンド･ゴルフクラブ ○１ ○１
25 浅井町ゲートボール同好会 ○１ ○１
26 連区内小中学校 ○１ ○１ ○１ ○１
27 連区内小中学校ＰＴＡ ○２
28 児童厚生員 ○１
29 一宮市地域包括支援センターアウン ○１

11名 12名 11名 9名 8名

資料:一宮市企画部地域ふれあい課提供資料
注:○の後の数字は人数、●印は町内会長が兼務している。
さらに事務局は出張所が担当している。

企画広
報部会

団体名（29団体）
地域振
興部会

福祉健
康部会

学習運
動部会

健全育
成部会
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ーポラティズム」とも考えられる。 

特に、町会長会には 13 名もの依頼がされている。さらに●印は、実際には町会長が行

っているから、重複した人物であることを意味している。 

企画部地域ふれあい課Ｍ氏によると、この「地域づくり協議会」の会長に、町会長会の

代表を意味する「連区長」が兼任することは控えてもらっているが、前・連区長は地域の

事情を良く知っていることから、「地域づくり協議会」の会長に就任することは多いという

12）。 

これらのことから、「地域づくり協議会」は、その設立においては行政関連のアソシエ

ーションを再編したということができるが、そのメンバーにおいては既存の団体が出身母

体となっているし、地縁団体である町内会の長が重要メンバーであることが確かである。

アソシエーションを再編したが、その根底にはコミュニティの人間関係が融合している状

態である。 

 以上のように「地域づくり協議会」は、その範囲としては必ずしも小・中学校の学区と

は一致していないが、見守り活動などに関して学校との関係は必ずある。活動場所として

公民館が用いられている。役員として町内会長は欠かせない役割を持っている。また支会

と呼ばれる社会福祉協議会の地区社協とも密接である。すなわち、学校、社会教育、町内

会、地域福祉の要素が入り込んでいるのが「地域づくり協議会」なのである。 

 

５．結論 

以上に述べてきたように、一宮市の「地域づくり協議会」の設立は、合併前の旧町村域

が「連区」として生きていることを活用して、それを単位に行政に関連するアソシエーシ

ョンを再編しただけでなく、予算配分の協議組織を形成したものであると理解することが

できる。これは上越市のように地域協議会の委員を公募公選で選ぶ地域自治には及ばない

が、「地域づくり協議会」という予算配分を住民が協議する場ができたということでは、地

域自治の一歩であると評価することができる。 

最後に、その組織設立の方法について整理することにする。本研究の冒頭で、名和田是

彦のいうように地域自治の流れは、公共的意思決定に「参加」するのに加えて、公共サー

ビスの提供を行政とともに行う「協働」に向かってきていると述べた(名和田,2009a:9)。地

域自治の目指すものが「参加」に加えて「協働」となるならば、図７に示したように、そ

の担い手となる組織を形成する方法を考察することが重要になってくる。 

その点について宗野隆俊の研究によると、上越市における地域自治区の場合、合併前の

町村を意味する「13 区」では、「住民組織」が新たに設立されている。それは、合併前の

各町村の区域の世帯ないし住民を構成員とする NPO 法人ないし任意団体である（宗

野,2013:28）。すると、上越市の地域自治区は、公募公選によって委員が選ばれる地域協議

会が設立されただけでなく、その土台である地域自治区ごとに「住民組織」も設立されて
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いるわけである。上越市の資料による

と、その「住民組織」は、自主事業に

加えて市からの委託事業も実施するよ

う に な っ て き て い る （ 上 越 市

編,2007:268）。このような住民組織を

「13 区」のすべてに設立したのは、市

町村合併を梃子にした上越市ならでは

のことである。 

名和田是彦が指摘するように、自治

体の区域をくまなく区分するという制

度を立ち上げるということは、高いハ

ードルである（名和田,2009b:29）。し

かも、「住民組織」を期日を定めて同時

期に設立した上越市の取り組みを、他の自治体も同じように実行することはかなりの困難

が伴うと考えられる。 

先に述べた、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」の目標数から、今後その取り組み方

に温度差のある自治体も「地域運営組織」として「まちづくり協議会」「地域づくり協議会」

を設立していくことが考えられる。その際に、図７に整理したように最も望ましいのは上

越市のように地方自治法に基づき、自治体をくまなく覆う組織を新規に立ち上げることで

あると考える。しかし、市町村議会の多数決を得なくても導入でき、行政関連のアソシエ

ーションを再編しつつ、徐々に自治体全域に設立を目指すことのできる一宮市の「地域づ

くり協議会」のあり方は、曖昧さを内包する日本の地域社会における地域組織を設立する

一つの方法であると考える。一宮市の「地域づくり協議会」の事例は、わが国の地方自治

体にとって上越市の例とは別の意味で参考に成り得ると結論づける。 
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図７　参加と協働の中の地域自治

住民組織を新設

上越市

参
加

協
働

一宮市

アソシエーションを再編

資料：著者作成
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 [注] 

１）総務省 HP「全国の設置状況」（http://www.soumu.go.jp/gapei/sechijyokyo01.html） 

２）総務省地域力創造グループ地域振興室の調査によると、地域運営組織が「ある」と回答し

た市町村は、1,718 市町村中の 609 市町村で 35.4%である。地域別にみると東海地方の 51%

が「ある」と回答している（総務省地域力創造グループ地域振興室編,2017:123）。 

３）「神戸市まちづくり協定」（http://www.city.kobe.lg.jp/life/town/create/conclusion/index.html） 

４）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる(2018 年 3 月 26 日)。なお地域ふ

れあい課は 2018 年 4 月 1 日から「市民協働課」に名称が変更された。 

５）連区については、『一宮市議会定例会会議録』に当時の企画部長である一色謙治氏の答弁

が採録されている。それによると、連区制の生い立ちは戦争当時に戻るもので、現在の規

則に基づくものではなく、町内会・部落会が大政翼賛会の傘下に組み込まれた 1943 年 12

月の一宮市町内会設置規定を制定した流れをくむものであるという。当時の組織は上から

連合町内会、町内会、隣組という組織ができており、連区という表現もその当時から用い

られていた。連区のエリアは小学校区と一致していた。終戦を迎え、大政翼賛会的色彩は

一掃され、町内会が民主的な自治運営組織となっていったと同時に、連区も単に町内会を

束ねる組織として機能するようになっていった（一宮市議会編,2007:138-139）。 

６）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 

７）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 

８）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 

９）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 

10）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 

11）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。ただし、

同Ｍ氏によると、例えば防犯などに「一点豪華主義」にすることは可能だが、現実的にそ

れを行っている連区はまだないとのことである 

12）一宮市企画部地域ふれあい課Ｍ氏へのインタビューによる（2018 年 3 月 26 日）。 
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